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付加価値のうち労働に分配される割合である労働分
配率が先進国のみならず世界全体で低下傾向にある。

（Blanchard（1997）, Karabarbounis and Neiman
（2014）, Autor et al. （2017）, Dao et al. （2017）））
後述するように労働分配率の正確な測定は困難である
が、複数の指標で労働分配率を計算したとしても世界
各国で労働分配率は低下しており、日本での労働分配
率を分析した野田・阿部（2010）でも2000年代以降
からは低下傾向が見られる。

一般に労働所得を得るものよりも資本からの所得を
得ているもののほうが数が少ないので、このような労
働分配率の低下は所得の一極集中化を促進する傾向を
もたらす。そのため、このような労働分配率の低下が
なぜ起こるのか、そしていつ止まるのかは世界中の研
究者の関心を集めていると言える。そこで、ここでは
そのような労働分配率に関する先行研究をサーベイ
し、日本においてどのような結論が導き出すことがで
きるかを検討することにしたい。

いくつかの研究が指摘しているように、一般に労働
分配率は測定が困難である。例えば、Krueger（1999）
では、以下のような問題を指摘している。まず、労働
への分配を受けるものに誰までを含めるべきかが明ら
かではないという点である。例えば、オーナー社長や
自営業者が受けている報酬は、自分が持っている資本
に対しての分配も含んでいるはずであって、そういっ
た報酬を受け取っているものを労働者として考えてよ
いのかということである。次に、労働への分配として
どこまでを含むべきであるのかが明らかではないとい
う点である。例えば、従業員に対するストックオプ

ションは労働への分配とみなしても良いのかという問
題や、従業員に対する福利厚生費は労働に対しての分
配と考えるべきであるかということが明らかではない
ということである。

野田・阿部（2010）はそういった点を考慮し、日
本の労働分配率を次の、（1）雇用者報酬/国民所得、

（2）1人当たり雇用者報酬/就業者1人当たり国民所
得、（3）雇用者報酬/（雇用者報酬＋法人企業所得）、

（4）雇用者報酬/（国民所得－個人企業所得）（5）1人
当たり雇用者報酬/就業者1人当たり国内総生産とい
う5通りで定義したうえでその推移を見ている。する
と、そのどれもが90年代は上昇傾向を見せているが、
2000年代に入ってから低下傾向を見せており、例え
ば（5）の1人当たり雇用者報酬/就業者1人当たり国
内総生産であれば、2000年には65%ほどであったが、
2006年には60%ほどまで低下していることを示して
いる。

Dao et al. （2017）によると各国で労働分配率が低
下してきたのは2000年代に入ってからであるが、か
つては欧米では労働分配率は非常に安定的であるとい
うことが指摘されてきた。例えば、Keynes（1939）
では、その安定さを“a bit of miracle”として表現
している。また、Douglas（1934）はその安定性を
前提としてコブ=ダグラス型生産関数を推定している
ように、マクロ経済学の研究では労働分配率が一定で
あると仮定した上での議論が構築されている。

実際に労働分配率が過去長期的にわたって安定的で
あったかは吉川（1994）にまとめられている。吉川

（1994）は、1800年代の終わりからのイギリスやア
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メリカでの労働分配率の推移は、60%台で比較的振
幅が小さいものであることを明らかにしている。ただ
し、その安定性は長期のものであって、短期的には若
干の変動が見られている。それは、賃金が硬直的であ
り、付加価値へのショックを毎年賃金に転嫁させるこ
とが困難であるからである。そのため、短期の景気循
環では好況期に低下し、不況期には上昇するという傾
向がある。（近年の日本の労働分配率も同様であるこ
とが橋本（2017）によって指摘されている。）

吉川（1994）では南・小野（1978）の日本の非一
次産業の労働分配率の長期的な推移の研究を引用した
うえで、次のような特徴があることを指摘している。
まず、戦前は顕著な低下傾向が見られるが、それは主
に自営業部門における低下からおきているということ
である。次に、戦後労働分配率は急激なジャンプを見
せるが、その後も長期的に見るとイギリスやアメリカ
よりも変動が大きいものの、1975年-1990年ころま
では比較的安定的な傾向を見せているということであ
る。そのため、この近年の労働分配率の変動はいまま
でとは異なったものであるということができる。な
お、日本では1990年代以降は労働分配率が上昇して
おり、それは資本収益率の低下を招くものであると懸
念されていたが（西村・井上（1994）須合・西崎

（2002））、須合・西崎（2002）は、その労働分配率
の上昇は均衡労働分配率の上昇から来ているものでは
ないということを示している。

かつては労働分配率は比較的安定的であったわけだ
が、各産業において労働分配率が一様に安定的であっ
たわけではない。例えば、アメリカの労働分配率を分
析したElsby et al. （2013）では、1948-1987の労働
分配率の変動と1987以降の労働分配率の変動をそれ
ぞれ分析し、1948-1987では労働分配率の高い製造
業から労働分配率の低いサービス業へと産業の中心が
移動していったものの、サービス業の労働分配率が上
昇した結果、全体としての労働分配率はそれほど変動
を見せていないことを示している。しかし、1987年
代以降の労働分配率の変動はそのような構成比の変動
は見られず、特に製造業等の労働分配率の低下が全体
としての労働分配率低下をもたらしていることを示し
ている。日本でも、野田・阿部（2010）が同様の指
摘をしている。

野田・阿部（2010）は外国人株主の影響が強い企
業が賃金が相対的に低いことを示した上で、日本の労
働分配率低下は、ガバナンスの変化がその一因である
と指摘している。ただし、このような労働分配率の低
下は各国で同時に起きているため、各国独自の要因が
あるにしても、何らかの各国共通の要因があると考え
るのが自然であろう。Elsby et al. （2013）では、例
えば制度的なもので説明は困難であるということを検
証するために、労働組合率の組織率の変動と労働分配
率の変動の間の相関を最小二乗法にて検証し、有意な
負の相関が見られなかったことを示している。

それではなぜ労働分配率の低下が各国で見られてい
るかについて、先行研究で挙げられている3点を紹介
し た い。1つ 目 は、Karabarbounis and Neiman

（2014）による、労働に対する資本価格の低下が労働
分配率の低下の原因であるという仮説である。
Karabarbounis and Neiman（2014）では国別パネ
ルデータを用い、資本財価格の低下による資本装備率
の上昇が労働分配率の下落をもたらしたと指摘してい
る。ただし、資本価格の低下は労働から資本への代替
をもたらす一方、企業の最適生産規模を拡大させ、結
果として労働需要の増加につながる可能性がある。

（川口（2017））より具体的にいうと、資本価格の相
対的な低下の中、労働分配率が減少するのであれば、
労働と資本の代替の弾力性が1を超えてなくてはなら
ない。資本AKKと労働ALLからなる生産関数Y＝F

（AKK,ALL）を想定し、資本価格をr、労働の価格w
とすると、a＝wALL

rAKK で定義されるαの上昇は労働分配
率の上昇を意味する。ここで、w/rが上昇する（資本
財価格が相対的に低くなる）とき、資本と労働の代替
の弾力性が1より大きいのであればw/rの上昇率は、
ALL
AKK の減少率よりも小さいことを意味するので、αは
減少する。すなわち、労働分配率は低下する（Hicks

（1932））。Karabarbounis and Neiman（2014）で
は、資本財の相対価格が低下し、また、資本と労働の
代替の弾力性は各国で1を超えていると推定されてお
り、そのことが各国で労働分配率の低下を招いている
としている。しかし、資本と労働の代替の弾力性は1
未満であるという先行研究が多く、（Antràs（2004）
やLawrence（2015）など）また、日本でも、須合・
西崎（2002）が労働と資本の弾力性が1より小さい
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ことを指摘している。
2つ目はElsby et al. （2013）やBöckerman and 

Maliranta（2012）らによる、労働集約的な部門を海
外に移転したことが労働分配率の低下の要因であると
いう仮説である。Elsby et al. （2013）はアメリカに
おいて、輸入された財が仮に国内各産業において製造
されていたとしたらどれくらい付加価値が上昇したか
という値を計算し、その値が労働分配率の変動と負の
相 関 を 持 つ と い う こ と を 示 し て い る。 ま た、
Böckerman and Maliranta（2012）は、フィンラン
ドのプラントレベルデータを用い、輸出シェアの増加
が労働分配率の低下と負の相関を持つことを示してい
る。ただし、Autor et al. （2017）はアメリカのデー
タを用い、中国からの輸入集約度（産業の売上高に占
める中国からの輸入額）と労働分配率の変化に負の相
関は見られなかったことを報告し、また、非貿易産業
であっても労働分配率の低下が見られていることを指
摘している。

3つ目は、Autor et al. （2017）による、労働分配
率の低い企業がシェアを増加させていることが労働分
配率低下の原因であるという指摘である。Autor et 
al. （2017）はアメリカの企業データを用い、産業ご
との労働分配率の低下を（1）参入（2）退出（3）
within（平均の低下）（4）between（構成比の変化）
の4つ の 要 因 に 分 解 し、withinの 比 率 が 低 く、
betweenの比率が大きいことを示している。つまり、
各産業の企業が一様に労働分配率を低下させているの
ではなく、一部の企業が労働分配率を低下させてお
り、その低下させている企業のシェアが増大している
ということである。スウェーデン、イギリス、ドイ
ツ、イタリア、フランス、ポルトガルでも同様の傾向
が見られ、また、Böckerman and Maliranta（2012）
もフィンランドのプラントデータを使って同様の分解
を行い、労働分配率低下が、各企業一様ではないとい
うことを明らかにしている。Autor et al. （2017）は、
労働分配率の低い企業は、マークアップ率が高い企
業、あるいは付加価値に占める労働の固定部分の割合
が低い企業であるというモデルを提示し、産業内独占
度の上昇とその産業内での労働分配率の低下が相関を
もっているいうことを示している。

以上の仮説を踏まえ、企業活動基本調査（1995-

2016）を用いて日本の特に製造業の労働分配率の低
下について検証したMiyoshi（2018）の結果をここ
では紹介する。そこでの留意事項としては、企業活動
基本調査は従業者50人以上かつ資本金又は出資金
3,000万円以上の企業しか対象ではないということで
ある。中小企業の多い日本では、製造業において従業
員20人以下の企業で雇用の1/4、総付加価値額の
10%を占めているため、特にAutor et al. （2017）が
示しているような大企業化が労働分配率の低下をもた
らしたことを検証する意味では、中小企業を観察でき
ないのは問題かもしれない。また、常時従業者 （期間
の定めのない、または1か月以上の期間を定めて雇用
されているもの）への給与しか得ることができず、割
合としては低いものの、派遣や日雇いなど、交渉力の
低い労働者への代替をとらえることはできないという
問題点もある。更に、平成19年調査以降、給与総額
として退職金を含んでおらず、また、どこまでを給与
として扱うべきかという問題に対し、先行研究でやら
れているような複数の定義をrobustness checkとし
て用いるということができていない。また、自営業者
は企業活動基本調査の対象ではないため、マクロの労
働分配率とは異なり、付加価値に占める給与総額の割
合を労働分配率とした分析である。

まずはある産業の労働分配率λの差∆λをAutor et 
al. （2017）に従い、次のように要因分解する。

∆λ= ∆λ―s＋∆（∑（ωi－―ωs）（λi－λ―s） 
＋ωX,1（λS,1－λX,1）＋ωE,2（λE,2－λS,1）

ここでλ― はその産業における各企業の労働分配率の
平均、ωiは各企業のその産業内での付加価値シェア
を示す。また、Xは退出企業（eXiter）、Eは参入企業

（Entrant）、Sは各期に存在していた企業を指す。右
辺の第一項と第二項は生存企業による労働分配率の差
の貢献部分である。右辺第一項は平均値の差で説明で
きる部分で、withinと称される。この第一項が労働
分配率の差の大半を占めるのであれば、各企業が同様
に労働分配率を低下させていたといえる。一方、右辺
第二項は、その平均値の差で説明できない部分なの
で、こちらが多いのであれば、労働分配率の差はある
一部の企業の低下が労働分配率の低下を招いたといえ
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る。右辺の第三項は退出企業の貢献、第四項は、参入
企業の貢献である。

その分解の結果は表1の通りである。Autor et al. 
（2017）、Böckerman and Maliranta（2012）と同
様、betweenの貢献が大きい。つまり、産業内で一
様の低下ではなく、一部の企業の労働分配率の低下が
産業の労働分配率の低下を招いているといえる。ま
た、ここでは労働と資本の代替の弾力性を推定してい
るわけではないが、Karabarbounis and Neiman

（2014）の指摘したように資本財価格の相対的な低下
が原因なのであれば、各産業内で一様に労働分配率は
低下するはずであるため、資本財価格の相対的な低下
が労働分配率の低下の要因ではないといえる。

では、どのような企業が労働分配率の低下を見せて
いるのか。簡単な回帰分析を行い、どのような企業の
特徴と労働分配率の低下が相関をもっているかをみた
のが表2である。推定結果から、労働分配率の低下と
産業内でその企業が占める付加価値シェアの増加は有
意な負の相関を見せていないことがわかる。したがっ
て、Autor et al. （2017）のように、市場独占度の増
加が労働分配率の低下と相関を見せているという実証
的な証拠は得られなかった。一方、輸入集約度の変化
と労働分配率の変化には負の相関が見られた。これは 
Elsby et al. （2013）やBöckerman and Maliranta

（2012）の、海外との関係が強まり、労働集約的な部
門を海外に移転している企業が労働分配率を低下させ
ているという指摘と整合的である。
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表1：労働分配率低下の要因分解
within between entrant exit

製造業 0.0129 －0.0546 0.0080 －0.0168
卸売 －0.0557 －0.0622 0.0789 0.0038
小売 －0.0502 －0.0016 0.0075 －0.0185
自動車 －0.0510 －0.0768 －0.0306 0.0056
Notes：
（1）Source：企業活動基本調査1996-2016より筆者計算

表2：労働分配率の変化と輸入集約度および付加価値シェア（製造業）
労働分配率

輸入集約度 －0.157＊

（0.0858）
関連会社輸入集約度 －0.286＊

（0.156）
産業内での付加価値シェア －1.012

（3.111）
Obs. 89,085 89,085 115,059
Notes：
（1）�Source：企業活動基本調査1996-2016より筆者計算
（2）�被説明変数は労働分配率（の差分）説明変数にはこれら（の差分）のほかに、

年ダミーおよび産業ダミーを用いOLSにて推定を行っている。
（3）�輸入集約度は仕入れのうち輸入の占める割合として定義した
（4）�付加価値として、営業利益＋減価償却費＋給与総額＋福利厚生費＋動産・不動

産賃借料＋租税公課を用いている。
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